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第 2 章 人材結合支援システム調査検討 
 
2.1 人材結合支援システムと調査の目的 
人材の結合とは、働く意志を持った人達を雇用者と結合させる、即ち雇用させることをいう。

支援システムとはこの雇用を支援するシステムを指す。 
成熟シビルエンジニアの活性化を図る上で、この人材結合支援システムは不可欠のものであ

る。このため、厚生労働省などの公的な結合支援システムや、人材斡旋会社などの民間の人材

結合支援システムなどについて調査を実施し、これらの実態を把握。結合支援システムのあり

方を検討する上での参考とすることとした。 
人材結合支援システムとしては、人材斡旋会社がその典型的な事例であるが、求人広告を掲

載する新聞や雑誌などもこれに該当する。システムとは定常的に組織的に維持されているもの

を指す。従ってコネなどの個人的な人間関係による雇用斡旋や、個別企業が自社のホームペー

ジなどに搭載する求人受付サイトは含めないものとする。 
 
2.2 人材結合支援システムの分類と事例 
（１）分類 
人材結合支援システムを分類するに当たっては、下記の観点を基準に考える。 
  ビジネス／ノンビジネス（民間／準公的／公的） 

斡旋／紹介／派遣(シーズ側／ニーズ側) 
先ず、支援システムがビジネス即ち営利的なものか、ノンビジネス即ち非営利的なものかで

分類する。これは大雑把に言って、民間企業の営利的なものか、国や自治体など公的機関の非

営利的なものかで分類する。また非営利的なものでは、土木学会など準公的な機関が実施する

ものかということで分類する。 
支援の方法としては大きく斡旋型か紹介型か派遣型で分類する。斡旋型はシーズ側即ち人材

側からの就職希望の情報と、ニーズ側即ち雇用者側の求人希望の情報を収集し、条件の合うも

の同士の間の雇用を斡旋するものである。但し、斡旋という用語を使わずに紹介という用語を

使う事例が多い。紹介型は、雇用者側の求人希望の情報を開示するものであり、新聞や雑誌の

求人広告欄及び新聞の求人折込チラシなどがある。派遣型は、雇用者側の人材派遣依頼に応じ

て就業希望の人材を派遣するものである。従って斡旋型に近いが、斡旋型が就職するのに対し

て、派遣型は就職をせずに派遣のみ、即ち就業するだけである点が異なる。 
（２）事例 
前項の分類案に基づいて、人材結合支援システムの代表的な事例を整理すると下表のように

なる。 
表 2.1 人材結合支援システムの代表例 

 民間 準公的 公的 
斡旋 人材斡旋（紹介）会社 技術者登録制度（土木学会） しごと情報ネット（厚労省）

派遣 人材派遣会社   
紹介 新聞などの求人広告 学会誌等の公募、求人広告  
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2.3 民間のビジネス対象人材結合支援システム 
2.3.1 人材斡旋会社 
人材斡旋会社とは、正社員の職を希望する求職者と求人企業とのマッチング（結合）をビジ

ネスとしている会社である。両者の間に立って雇用条件の交渉なども手がける。求職者に対す

る紹介料は無料。入社が決まった段階で求人企業から手数料などを受け取る。 
斡旋を手がける会社は多く、土木技術者の斡旋を得意とする会社も珍しくない（表 2.2 参照）。

求人件数を公開している会社のうち、調査した 2008 年 9 月時点で建設・不動産分野の求人件数

は 70～2000 件。斡旋会社の規模などによってかなり幅があるが、土木技術者の求人は建築や不

動産に比べて総じて少ない。 
例えば日経 BP 社の建設・不動産専門情報サイトのケンプラッツによれば、人材斡旋を手がけ

るリクルートエージェントの求人は 2008年 1～２月で「6割が不動産、3割が建築、1割が土木」。

昨今の雇用調整の圧力も受け、「正社員として採用するなら厳選したいと考える建設会社などが

多くなっている」といった斡旋会社の声もある。採用基準が厳しくなってきたこともビジネス

としての「結合支援」が活発化していない一因と考えられる。さらに、募集年齢は「50 歳まで」

とする会社が多く、土木分野の中高年技術者を対象とした斡旋の市場は厳しい。 
中高年の人材ニーズがないわけではない。日経コンストラクションの 2007 年 9 月 28 日号の

調査によれば、技術や技能の伝承を図るために建設会社の約 8 割，建設コンサルタント会社で

は約 7 割が，「定年退職者の再雇用」などの対策を講じている。「豊富な経験や実績を基に、現

場に即した提案や積算に協力してもらう」、「高度な経験や技術力を持つ技術者はさらに長期の

雇用を検討する」と考える会社は多く、再雇用者を重要な戦力と位置付けている。 
自治体など発注者のニーズもある。退職した技術系職員を再任用する一方で，民間企業を退

職したベテラン技術者を招いて企業の技術力向上を支援してもらう試みが見られる。例えば青

森県では，橋の補修に精通した技術者を育成するため、県外にいる団塊世代の橋梁技術者に支

援してもらう「団塊橋梁エンジニア受け入れ事業」を 2007 年 8 月に立ち上げている。 
ビジネスとしての斡旋市場は活発ではないが、成熟シビルエンジニアを含む中高年技術者へ

のニーズは少なくない。これらのニーズを顕在化させて中高年技術者と結合する仕組みが求め

られる。例えば技術者のデータベース化も考えられる。専門分野や年齢、個人名や経歴などを

リストにしてネット上で公開すれば、技術者の流動化が容易になるだけでなく、技術者のキャ

リアアップや地位向上にもつながると思われる。 
 
2.3.2 人材派遣会社 
 人材派遣は「労働者派遣法」の中で、人材派遣について以下のように規定されている。 
「派遣元事業主が自己の雇用する労働者を、派遣先の指揮命令を受けて、この派遣先のため

に従事させること」となっており、雇用形態として派遣会社の社員として、派遣先企業で派

遣先企業の命令で働くが、あくまでも身分は派遣会社の社員となるものである。 
 人材派遣を取り扱う会社は全国でも数多くあり、社団法人日本人材派遣協会における会員

数は 787 社(2008 年 4 月 1 日現在)登録されているが、インターネットサイト「くち得ナビ」
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によると 16,325 店となっている。とくに、今回調査の対象としている土木技術者を取り扱う

会社は全体としては少なく、インターネットによる検索では 10 社程度が確認されている（表

2.3 参照）。大手の人材派遣会社の中に IT・エンジニア系の職種を取り扱う会社もあるが、業

務内容はおもに CAD オペレーターとなっている。 
 土木・建設をおもに取り扱う人材派遣会社が募集する技術者については、特に年齢制限を

設けていない会社が多い。業務内容としては、プラント、鋼構造物(橋梁)、アンテナ基地局

など建造物の設計、構造計算、強度計算、積算業務、意匠図作成など多岐にわたっているが、

数量的には、施工管理業務、CAD 設計・製図業務が多くなっている。成熟シビルエンジニア

を含む高度な技術や経験を有する技術者への募集は、調査では見当たらなかった。 
アメリカのサブプライム問題を発端とする経済危機による、いわゆる「派遣切り」が社会

問題化している背景から、成熟したシビルエンジニアの安定した雇用、活躍の場を確保する

観点から、派遣という雇用形態を見直す時期に来ている。 
 

2.3.3 その他 
人材斡旋会社及び人材派遣会社以外の民間における人材結合支援システムとしては求人広告

がある。この求人広告のメディアとして、新聞、求人情報誌及びインターネットがある。これ

らの種類及び特徴その他を一覧表にしたものを表 2.4 に示す。いずれもその特徴を活かして機能

している。但し、技術者に関する情報は少なく、特に成熟シビルエンジニアに関する情報は少

ない。 
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表 2.2 人材斡旋（紹介）会社の例（公的機関を含む） 
番

号 
会社名 求人件数* 求人件数* 事業所数 特徴 備考 

      公開 非公開       

 建設・土木分野の斡旋を得意とする会社         

1 エイジェック 不明 不明 不明 

札幌から

沖縄まで

多数 

建設業の特に施工管理の人材斡旋に強み。2001 年 9

月に設立，社員数は 7600 人   

2 
オーテックコ

ンサルタント 
不明 不明 不明 11 

技術士，RCCM，一級建築士，一級土木などの有資格

者を対象とした求人・求職に実績。技術士などの有

資格者も社員として抱えているが，社員数や設立年

などは不明 

人材派遣

も 

3 オズペック 不明 不明 不明 1 
建設・エンジニアリング業界を専門とする人材斡旋

会社。2005 年 7 月に設立，社員数は 10 人 

人材派遣

も 

4 

クリエイト・イ

ンターナショ

ナル 

約 2000 件 約 2000 件 － 1 

土木，建築，不動産の人材斡旋が得意。技術士をは

じめ有資格者の紹介に実績がある。建設業界の経験

者が専任でコンサルティング。1991 年 6 月に設立 

  

5 建設 WALKER 

「建設」で検

索して約 70

件 

「建設」で検

索して約 70

件 

－ 1 

建築，土木，設備業界に特化した人材紹介会社。土

木より建築に強い。地域ごとの人材ニーズも把握し

ている。2006 年 5 月に設立 

  

6 ベネット 約 150 件 約 150 件 － 3 

土木技術者の斡旋に強く，技術士，RCCM，土木設計

の求人・求職に多数の実績。特に技術士や RCCM では

科目ごとの求人ニーズも把握している。1992 年 6 月

に設立 

  

 建設・土木分野も扱う一般的な斡旋会社         

7 
インテリジェ

ンス 

建築と土木

で 250 件 

建築と土木

で 250 件 

8～9 割が

非公開 

転職支援

サービス

は５カ所 

1989 年 6 月に設立後，2007 年 1 月に DODA 転職支援

サービスに名称変更。転職関連全般の情報は豊富。

社員数は約 3800 人 

人材派遣

も 
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8 東京人材銀行 
全体で約

5000 件 
不明 不明 1 

市場化テストの対象事業として、（株）ジェイマム

チェンジコンサルティングが国の委託を受けて運

営。土木や建築も扱っているが，原則として「科学

的知識を有し、技術的職業に従事する 40 歳以上の

人」が対象。中高年の就職情報欄を設けているもの

の，具体的な求人情報は見当たらない 

  

9 リクルート 
建築と土木

で 200 件弱 

建築と土木

で 200 件弱
不明 多数 

サイトの求人情報はリクルートが運営・管理。転職

フェアなどの催し物の情報は豊富。土木より建築や

プラント関連が多い 

  

10 
リクルートエ

ージェント 

建設と設備，

不動産で

200 件弱 

建設と設備，

不動産で

200 件弱 

不明 20 

建設や不動産の業界も扱う。不動産や建築の求人が

多く，土木の設計や施工は少ない   

 公的機関             

11 厚生労働省 

「建設」で検

索して約

500 件 

「建設」で検

索して約

500 件 

なし 1 

「しごと情報ネット」を開設。民間が運営する他の

サイトに比べ，求人の検索はやや面倒   

12 
（財）産業雇用

安定センター 

「土木技術

者」で検索し

て約 400 件 

「土木技術

者」で検索し

て約 400 件

なし 1 

転職支援の基本情報は充実。ポータルサイト的な位

置付け。おおまかな求人にはたどり着ける 
出向や移

籍も支援 

13 

日本商工会議

所＋中小企業

総合事業団 

不明 不明 不明 

2003 年度

時点で 21

都県に協

議会 

中小企業を支援するため，ＯＢが有する優れた経営

ノウハウや技術開発能力などを活用する「企業等Ｏ

Ｂ人材活用推進事業」を展開 

各県の商

工会議所

に協議会

を設置。情

報は古い 

 【参考】ヘッドハンティング会社           

14 
サーチファー

ム・ジャパン 
－ － － 

4（グルー

プ会社含

む） 

不動産・建設部門を強化している。海外にも拠点が

ある。2003 年 10 月に設立 

ヘッドハ

ンティン

グ 

 （注）求人件数や特徴などは調査した 2008 年 9 月中旬時点のもの。「－」は該当なし，または不明の場合  

 



 

2-6 

表 2.3 人材派遣会社の例 
番

号 
会社名 配属先社数 登録者数 事業所数 特徴 備考 

              

 建設・土木分野の派遣を得意とする会社       

1 

スタッフサー

ビスエンジニ

アリング事業

本部 

35 
1,779,701

人 
29 

機械、電気・電子・精密機器、半導体等の設計、研究開

発、品質管理、生産技術分野におけるエンジニア特定派

遣事業 
  

2 
ファインスタ

ッフ 
29 不明 1 

清水建設グループ 

建築施工管理、建築施工図・設備施工図作成 
  

3 

ニッケン・キャ

リア・ステーシ

ョン 

約 60（首都

圏） 
不明 4 

建築資料研究社・日建学院の法人部が前身、建設系の総

合人材派遣会社   

4 エイジェック 不明 不明 不明 

『人材総合商社』  

コンストラクション事業部で建築部門、土木部門の派遣

 

  

5 
オーテックコ

ンサルタント 
不明 不明 11 

技術士，RCCM，一級建築士，一級土木などの有資格者を

対象とした求人・求職に実績。技術士などの有資格者も

社員として抱えているが，社員数や設立年などは不明 

 

  

6 オズペック 不明 不明   

建設・エンジニアリング業界を専門とする人材斡旋会

社。2005 年 7 月に設立，社員数は 10 人 

 

  

 建設・土木分野も扱う一般的な派遣会社       

7 
インテリジェ

ンス 
不明 不明 

全国 9拠

点 

1989 年 6 月に設立後，2007 年 1 月に DODA 転職支援サー

ビスに名称変更。転職関連全般の情報は豊富。社員数は

約 3800 人 
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8 
アデコテクノ

ブレイン 
不明 

約 700,000

人以上（1

日あたり）

世界 60 カ

国および

エリア 

7,000 拠点

以上 

1985 年に創立されたアデコ株式会社は、スイスに本社を

置く総合人材サービス企業アデコグループ（本社：スイ

ス）の日本法人   

10 
リクルートス

タッフィング 
29 

約 53 万人

（2008 年 4

月現在） 

全国 50 拠

点 

リクルートグループの人材派遣会社 

CAD オペレーターが主体   
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表 2.4 求人広告の例 
番

号 
広告メディア 特徴その他 

1 新聞 一般紙 

日曜日の紙面に求人広告が多く掲載される。ホワイトカ

ラーの職種が多く、詳細については求人情報誌や自社ウ

ェブサイトを参照させたりして、細かく補足している場

合も多い。 

2   
スポーツ新

聞 

タクシーの運転手や土木・建設、パチンコ店などといっ

たブルーカラーの職種が殆どである。 

3   
新聞折込求

人紙 

一般紙に折り込まれる連合求人広告。日曜日の発行のも

のが多く、パート・アルバイト、正社員の募集を中心に

多くの求人情報を掲載している。 

4 求人情報誌   

アルバイト、社員（正社員・契約社員）の募集が載って

いる雑誌。ドラッグストアやスーパー、コンビニなどに

設置した無料のものも多い。 

5   
タウンワー

ク 

リクルート社が提供する日本最大級のアルバイト・パー

ト・社員に関する求人情報誌。 

6   From A 学生・フリーターが数多く利用している求人情報誌。 

7   ガテン 
土木・建築、ドライバー、調理、設備工事、製造、メカ

ニックなど、技能者・職人のための仕事情報誌。 

8   とらばーゆ 女性正社員を中心に契約社員・派遣社員が豊富。 

9   アントレ 

独立開業を目指す読者を幅広く獲得しているメディア

を通じて、販路、営業パートナー、事業パートナー、加

盟店の募集などの広告に利用。 

10   

あつまるく

んの週刊求

人案内 

雇用促進事業会発行。正社員・パート・アルバイトまで

幅広く、職種や業種、会社の規模も広範囲。学生から中

高年層に至るまで、幅広い年齢層の求職希望者を対象。

11 
インターネ

ット 
  

求人ポータルサイトや自社のウェブサイトに掲示され

る。求人ポータルサイトでは、職種や勤務地などの諸条

件を容易に検索できる。 



 

2-9 

12   リクナビ 

リクルート社が提供する就職ポータルサイトである。大

学新卒者向け、転職者向け、派遣希望者向けなど多様な

サイトがある。 

13   マイナビ 

毎日コミュニケーション社が提供する人材情報サービ

ス。建築・土木関連技術職として 135 件の情報提供。内

容は、設計・施工・設備・研究開発他となっている。

（2008-10-07 現在） 

14   Ｖ ジョブ 
建築・土木関係の技術者 812 件の情報提供。内容は、

設計・施工管理・現場管理など。（2008-10-07 現在） 

15   e-aidem 
警備・製造・建築・土木の情報件数 28 件（2008-10-07

現在） 

16   DODA 人材斡旋又は人材派遣が専門か？ 

17 専門誌 土木学会誌 大学教授などの公募及び人材斡旋会社の広告のみ。 

18   技術士会誌 人材斡旋会社の求人広告のみ 
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2.4 公的及び準公的な人材結合支援システム 
（１）土木学会「技術者登録制度」 
中高年技術者を主たる対象とし、就業機会の増加及び技術者の流動化を高めることを目的と

して、2001（平成 13）年度から運営されている。運営は土木学会内の技術推進機構が行ってい

る。但しこの制度は、現時点で登録者もなく、現行制度としては廃止され、新しい制度として

再構築される予定になっている。この登録制度に関する詳細は参考資料－１に示すとおりであ

るが、その概要は下記のとおりである。 
先ず、登録希望の技術者及び雇用組織が土木学会／技術推進機構に登録を依頼する。求職の

場合は、登録技術者が事前に技術推進機構に連絡した上で、登録された雇用組織に直接交渉を

していく。求人の場合は、登録した雇用組織が事前に技術推進機構に連絡した上で、登録され

た技術者に直接交渉をしていく。従って、技術推進機構は登録を受付け、それをウェブサイト

に登録をしていくことになる。しかし、この登録情報を最新のものに維持管理していくことは

大変な労力を要し、技術推進機構にとって重荷となっている状況である。 
この登録制度の現状は、登録者が殆どいなくて開店休業状態である。したがって成熟シビル

エンジニアの活用には役立っていない。 
 

（２）科学技術振興機構「JREC-IN」 
この支援システムの名称は研究者人材データベースであり、研究者と研究機関との結合を支

援するシステムである。それぞれの求人、求職に関する情報提供を行うものであり、斡旋は行

わない。この登録制度に関する詳細は参考資料－２に示すとおりであるが、その概要は下記の

とおりである。 
研究者及び研究機関ともに先ず会員登録をし、その後、求職又は求人情報を登録する。研究

者は求職の希望条件を登録することで、条件に適う求人情報をマッチングメールにより自動的

に受け取ることができる。研究機関は研究者情報（匿名）を閲覧し、希望する研究者に電子メ

ールでコンタクトする。詳細は不明であるが、マッチングメールを受け取るか、又は研究機関

からコンタクトされた研究者の方から研究機関に意思を伝達するようである。 
このシステムは、研究者の活用にとっては有効であるが、研究者以外の成熟シビルエンジニ

アの活用には役立っていない。 
 

（３）ASCE 
ASCE の中に Construction Institute という組織があり、この組織のウェブサイト上で求職と

求人の情報検索ができるようになっている。詳細については参考資料－３に示すとおりである。

或る程度までの情報検索は登録していなくても可能であり、試しに閲覧してみたところ、Civil 
Engineer の中の Construction に 126 件（調査時点）の求人情報が有り、それらの JOB TITLE
が閲覧可能である。閲覧はこの段階までで止めたが、更にその JOB 毎の内容も閲覧可能になっ

ている。もし成熟シビルエンジニアに相応しい求人情報があれば、非常に有効なシステムであ

ると思われる。 
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（４）しごと情報ネット 
厚生労働省／職業安定局が開設しているホームページである。詳細については参考資料－４

に示すが、参加機関がインターネットに提供している求人情報を、求職希望者が検索していく

システムになっている。参加機関は、民間の職業紹介事業者、求人情報提供事業者、労働者派

遣事業者、労働者供給事業者、経済団体、及びハローワーク等である。 
職種別のヒット件数が公表されているが、昨年 11 月の 1 ヶ月間での数値を見ると、「土木」

は 26 位で 2540 件となっている。かなり多い件数と思われるが、成熟シビルエンジニアがこの

中にどれくらいの割合でいるのかは不明である。 
 
2.5 今後の成熟シビルエンジニアを意識した人材結合支援システムについて 
2.5.1 全般 
人材結合支援システムの主体は人材斡旋会社に移りつつあると思われる。土木関係の専門雑

誌の中でも、求人広告の殆どは人材斡旋会社のものである。日本技術士会の会報誌においても

全く同様である。次項において述べるような登録制度では消極的であり、求人側においても登

録台帳から探し出すよりも人材斡旋会社に依頼する方が効率的であろう。 
現時点において、人材斡旋会社の中で土木関係の技術者がどの程度登録しているか、また斡

旋成立しているかも不明である。人材斡旋会社に対して調査をしても信用できる回答が得られ

るかどうか疑問である。この種の会社にとっては登録技術者の多さ及び斡旋成立の多さが他社

に対しての差別化に繋がるからである。また仮に登録者数や斡旋の成立数が少ないとしても、

土木技術者が積極的に登録すれば登録数は増加するし、ニーズさえ有れば斡旋成立数も増加す

ることになる。故に登録数や斡旋成立数の多いか少ないかは、土木技術者が登録していくかど

うかに左右されることになる。 
人材派遣会社も有力な結合システムであると思われるが、成熟シビルエンジニアとしては派

遣のような不安定な雇用よりも、就職という安定した雇用を希望する人が多いものと推測され

る。 
結論として言えばいずれのシステムにおいても、土木の、特に中高年の成熟シビルエンジニ

アを対象とした結合ビジネスは厳しい。非営利の結合システムでは、技術の伝承などを背景に

「場」をつくる動きは増えてきたが、仕組みや場をつくったままになっており、運営や運用の

面で課題が多い。 
 

2.5.2 特に土木学会の対応について 
人材紹介制度としては、「技術者登録制度」が現在でも制度として存在している。この制度は

土木学会／技術推進機構において現在改革を検討中である。以下に述べる内容はこの技術推進

機構の検討内容とは全く関係なく、当小委員会独自の考えを述べるものである。 
先ず、土木学会という会員制の社団法人にできることは何か。人材派遣や人材斡旋などは土

木学会にとってはかなり困難な方式であろう。やはり紹介が現実的に考えられる方式であろう。

紹介の方法としては求人広告の掲載と人材紹介が考えられる。 
求人広告は現在でも大学等の講師や教授の募集広告が土木学会誌に掲載されている。これを
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一般企業の求人広告も受け付ける案が考えられる。これは雇用者側のニーズが高まれば有効な

手段であると考えられる。 
「技術者登録制度」について言えば、登録を技術者自身による方式に変更する方が現実的で

あると考えられる。また求人側も登録技術者に直接連絡するシステムが現実的である。このよ

うに土木学会としてはウェブサイトを提供するのみとすれば、土木学会の負担は小さくて済む

ことになる。しかし、この場合は技術者の保護の点で問題が大きいので、何らかの対策が必要

である。また、民業圧迫という大きな問題がある。この制度を立ち上げた時も問題視されたの

であるが、そのために余り宣伝をしないという方針を採ったということである。宣伝をしなけ

れば登録者も増えないので、制度の有効性が損なわれることになる。 
「技術者登録制度」以外では「技術者資格制度」などを利用する案が考えられる。「技術者資

格制度」においても有資格技術者を登録するのであれば、これを公開することで求人側から技

術者に直接接触することができる。この場合、登録技術者が就職を希望しているかどうかを明

確にすることが前提となる。この場合、土木学会としてはウェブサイトを提供するのみであれ

ば負担は小さくて済むことになる。 
「技術者資格制度」以外にも会員名簿の公開や、ＣＰＤ登録者名簿を公開する案も考えられ

るが、いずれの場合も「技術者資格制度」と同様の問題を抱えている。 
以上述べたように、土木学会としてはウェブサイトの提供をするのみで、登録の操作及び維

持管理は技術者が直接実施し、求人側も直接技術者に交渉することにするのが現実的であろう。

但しこの場合は、技術者保護の対策が必要になるが、非常に困難であるため技術者の自己責任

で登録することが現実的な対応であると考えられる。 
最近はＮＰＯ法人の活動に参加する人が増えており、今後も増えていくことが予想される。

この場合、希望に適ったＮＰＯ法人を個人的に探し出すことには困難が予想される。会員が希

望に適ったＮＰＯ法人を探し出し易いように、土木学会が情報提供する制度を設けていれば会

員は非常に助かるであろう。但し、ＮＰＯ法人の方から自発的に土木学会に対して情報を提供

して頂ける制度でなければ、学会の負担は大きくなり現実的でないであろう。 
同様に人材斡旋会社や人材派遣会社の調査を行い、その調査結果を紹介することも考えられ

る。求職を希望する技術者自身がインターネットで探し回るのは大変であり、その手助けとな

るのであれば有効な手段である。但し、調査費用など学会にとっては大きな負担となるであろ

う。 
結論として言えば、土木学会が成熟シビルエンジニア活用の目的で人材結合支援システムを

直接運用していくには問題が多いと思われる。従って求職・求人活動は民間に任せ、学会は「技

術者資格制度」により技術者の能力を保証することで、その求職・求人活動を側面から支援す

るのが現実的かも知れない。しかし、成熟シビルエンジニアの活性化は非常に重要なことであ

り、技術推進機構による有効な制度改革に期待するものである。 
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（参考資料） 
次ページ以降に下記の参考資料を示す。 
１．土木学会 技術者登録制度 
２．科学技術振興機構・JREC-IN 
３．ASCE 
４．しごと情報ネット 
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参考資料－１ 土木学会 技術推進機構 技術者登録制度 
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参考資料－２ 科学技術推進機構・JREC-IN 
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参考資料－３ ASCE  Construction Institute 
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参考資料―４ 厚生労働省 職業安定局 しごと情報ネット 
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